
 
平成 24 年３月 28 日 

産業労働観光部労政雇用課 
 
 
 
 
 
 
 
 

県では、県内の民間事業所に雇用されている労働者の賃金及び労働時間等の実態を明ら 

かにし、労務管理の改善、労使関係の安定のための基礎資料とすることを目的として、毎 

年７月に「賃金労働時間等実態調査」を実施しています。 
 今般、平成 23 年度の調査結果がまとまりましたので公表します。 
 

 

＜調査結果のポイント＞ 
 

◎ 一般労働者の月間賃金支給総額は 268,083 円（所定内 251,924 円・所定外 16,159 円） 
                               （平均年齢 42.2 歳） 

・ 賃金支給総額は、前年（267,583 円）に比べ 500 円の増加（２年連続で増加） 
所定内賃金は、 前年（251,120 円）に比べ 804 円の増加（４年ぶりの増加） 
所定外賃金は、 前年（ 16,642 円）に比べ 483 円の減少（２年ぶりの減少） 

  ・ 男性の所定内賃金 272,095 円（＋117 円（＋0.0%）） 
女性の所定内賃金 205,145 円（＋1,942 円（＋1.0％）） 

 
◎ 一般労働者の月間総実労働時間は 176.8 時間（所定内 167.0 時間・所定外 9.7 時間） 
・ 月間総実労働時間は、前年（178.4 時間）に比べ 1.6 時間の減少（２年ぶりの減少） 

所定内労働時間は、 前年（168.3 時間）に比べ 1.3 時間の減少 
所定外労働時間は、 前年（ 10.1 時間）に比べ 0.4 時間の減少 

 
 ◎ 育児休業制度 
  ・ 女性の取得率は 92.3％（調査開始（H９年）以降、はじめて 90％を超える。） 
  ・ 男性の取得率は  1.1％（H22 年度 1.1％） 
 

◎ パートタイム労働者の１時間当たりの所定内賃金は 902 円（前年 920 円） 
 
 

※ 一般労働者とは、常用労働者から、パートタイム労働者を除いた労働者をいう。 
※ パートタイム労働者とは、常用労働者のうち、１日の所定内労働時間又は１週間の所定労働日数が、

同一の事業所に雇用される一般労働者より少ない労働者をいう。 

詳細は、別添概況をご覧ください。 
調査結果は、新潟県のホームページにも掲載しています。 

アドレス（http://www.pref.niigata.lg.jp/roseikoyo/1225742463546.html）

新潟県報道資料 

平成２３年新潟県賃金労働時間等実態調査の結果 
◎ 賃金支給総額は、２年連続で増加 

◎ 所定内賃金は、４年ぶりの増加（とくに女性の所定内賃金が増加） 
◎ 女性の育児休業取得率が、はじめて 90％を超える 

本件についてのお問い合わせ先 
労政雇用課 労働経済係 〔担当〕渡部 
（直通）025-280-5259 （内線）2815 
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平成 23 年新潟県賃金労働時間等実態調査の概況 
 
 
Ⅰ 調査の概要 

 

１ 調査目的 

この調査は、県内の民間事業所に雇用されている常用労働者の賃金、労働時間等の実態を明らかに

し、労務管理の改善、労使関係の安定のための基礎資料とすることを目的に、毎年７月に実施してい

る。 
 
２ 調査対象 

農林水産業を除く全産業に属する常用労働者 10 人以上を雇用する事業所のうちから無作為に抽出

した事業所を対象としている。 
調査対象事業所数は 2,775 事業所で、そのうち有効回答のあった 1,824 事業所（有効回答率 65.7％）

を集計対象事業所とした。 
  また、集計対象事業所に雇用される常用労働者のうち、一定の方法によって抽出した労働者 30,270

人（うちパートタイム労働者 5,095 人）を集計対象労働者とした。 
   
３ 調査時点 

  ７月分の賃金、労働時間等について平成 23 年７月 31 日現在で調査を実施した。 
 
 
Ⅱ 結果の概要 

 
１ 労働者構成 

(1) 集計対象となった一般労働者数（以下「集計労働者」という）は 25,175 人で、男性が 17,590
人（69.9％）、女性が 7,585 人（30.1％）となっている。 

規模別では中小企業が 19,105 人(男性 13,746 人、女性 5,359 人)、大企業が 6,070 人(男性 3,844
人、女性 2,226 人)で、その構成比は中小企業が 75.9％、大企業が 24.1％となっている。 

 (2) 平均年齢は労働者全体で 42.2 歳、男女別では男性が 42.8 歳、女性が 40.8 歳である。 
規模別では中小企業が 42.8 歳（男性 43.4 歳、女性 41.5 歳）、大企業が 39.9 歳（男性 40.5 歳、

女性 38.9 歳）となっている。 
(3) 平均勤続年数は労働者全体で 12.7 年、男女別では男性が 13.3 年、女性が 11.3 年である。 

規模別では中小企業が 12.6 年（男性 12.9 年、女性 11.6 年）、大企業が 13.2 年（男性 14.6 年、

女性 10.8 年）となっている。 
 

第１表 労働者構成 

対象労働者数 平均年齢 平均勤続年数 対象労働者数 平均年齢 平均勤続年数 対象労働者数 平均年齢 平均勤続年数

人 歳 年 人 歳 年 人 歳 年

合　計 25,175 42.2 12.7 19,105 42.8 12.6 6,070 39.9 13.2

男　性 17,590 42.8 13.3 13,746 43.4 12.9 3,844 40.5 14.6

女　性 7,585 40.8 11.3 5,359 41.5 11.6 2,226 38.9 10.8

規模計 中小企業 大企業
区　分
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２ 賃 金 

７月の賃金支給総額は 268,083 円で、その内訳は、所定内賃金 251,924 円、所定外賃金 16,159 円

となっている。 
第２表 月間賃金支給額 

単位：円

賃　金
支給総額

所定内
賃金

所定外
賃金

賃　金
支給総額

所定内
賃金

所定外
賃金

規模計 268,083 251,924 16,159 267,583 251,120 16,462

 平成23年 平成22年
区　分

 
 
 
３ 男女・企業規模・産業別所定内賃金 

 (1) 労働者全体の所定内賃金は 251,924 円で、前年に比べ 804 円の増加となっている。 
 (2) 男女別では男性が 272,095 円、女性が 205,145 円となっている。 
 

第３表 男女別所定内賃金 

23年 22年
円 円 ％

男女計 251,924 251,120 804 0.3 － －

男  性 272,095 271,978 117 0.0 100.0     100.0     

女  性 205,145 203,203 1,942 1.0 75.4      74.7

区　分 23年 22年
対前年
増減額

対前年
増減率

男女間賃金格差
（男性=100）

 
注：男女間賃金格差とは男性を 100 とした場合の女性の割合である。 

 
(3) 規模別では中小企業が 244,638円、大企業が 274,854 円となっている。 

 
第４表 企業規模別所定内賃金 

23年 22年
対前年
増減額

対前年
増減率

23年 22年
対前年
増減額

対前年
増減率

円 円 円 ％ 円 円 円 ％

 男　女　計 244,638 243,658 980 0.40 274,854 274,910 ▲ 56 ▲ 0.02

男  性 263,290 263,369 ▲ 79 ▲ 0.03 303,582 302,869 713 0.24

女  性 196,796 194,003 2,793 1.44 225,244 226,090 ▲ 846 ▲ 0.37

区　分
中  小  企  業 大   企   業

 
注：規模間賃金格差とは大企業を 100とした場合の中小企業の割合である。 
 

(4) 産業別では「金融業，保険業」が 308,094円と最も高く、「宿泊業，飲食サービス業」が 214,005
円と最も低くなっている。 

第５表 産業別所定内賃金 

所定内
賃金

平均年齢
業種間

賃金格差
所定内
賃金

平均年齢
業種間

賃金格差
円 歳 円 歳

251,924 42.2 100.0 308,094 38.7 122.3

270,007 44.2 107.2 214,005 40.4 84.9

239,443 42.3 95.0 243,708 40.3 96.7

280,269 37.3 111.3 238,268 39.1 94.6

233,849 46.9 92.8 244,382 41.5 97.0

254,839 41.1 101.2 246,961 43.8 98.0

　運輸業，郵便業

区　　分 区　　分

産　業　計

　卸売業，小売業

　金融業，保険業

　宿泊業，飲食サービス業

　生活関連サービス業，娯楽業

　医療，福祉

　複合サービス事業

　サービス業

　建   設   業

　製   造   業

　情報通信業

 
注：業種間賃金格差とは産業計を 100とした場合の各産業の割合である。 
 



 3 

４ 初任給 （※サンプル数が少ないため、参考値として御利用ください。） 
  新規学卒者の初任給額（産業計、規模計）は次のとおりとなっている。 
 

第６表 新規学卒者の初任給額 

人数 人数
円 人 円 人 ％

事務・技術 148,376 121 152,765 88 ▲ 2.9

生　産 152,256 226 153,052 253 ▲ 0.5

事務・技術 164,267 122 171,304 168 ▲ 4.1

生　産 159,157 43 161,739 47 ▲ 1.6

事務・技術 169,729 111 165,814 91 2.4

生　産 161,287 31 160,614 20 0.4

事務・技術 180,488 322 185,571 312 ▲ 2.7

 生　産 184,338 76 182,798 62 0.8

短大・高専卒

大学卒

初　　　任　　　給

23年 22年

対前年
増減率

区　分

高校卒

専門学校卒

 
 
 
 

５ 労働時間 

(1) ７月の実労働日数は 21.8 日（前年 22.0 日）で、規模別では中小企業が 22.1 日、大企業が 21.1
日となっている。 

(2) ７月の総実労働時間数は 176.8時間で、その内訳は、所定内労働時間 167.0 時間、所定外労働時

間 9.7時間となっている。 
 

第７表 月間労働時間数 

単位：時間

総実
労働時間

所定内
労働時間

所定外
労働時間

総実
労働時間

所定内
労働時間

所定外
労働時間

規模計 176.8 167.0 9.7 178.4 168.3 10.1

区　　分

平成23年 平成22年

 
 

(3) １日の所定労働時間の平均は７時間 38 分（前年７時間 40 分）で、規模別では中小企業が７時

間 40分、大企業が 7 時間 30分となっている。 
(4) 週所定労働時間の平均は 38 時間 32 分（前年 38 時間 43 分）で、規模別では中小企業が 38 時間

53 分、大企業が 38 時間 25 分となっている。 
 (5) 年間所定労働時間の平均は 1,975 時間 57 分（前年 1,984 時間 49 分）で、規模別では中小企業

が 1,998 時間 10 分、大企業が 1,903時間 02分となっている。 
 
 
６ 休 日 

 (1) 何らかの形で週休２日制を採用している事業所の割合は 97.4％（前年 95.9％）である。 
   また、完全週休２日制を採用している事業所の割合は 60.5％（前年 58.2％）で、規模別では中小

企業が 53.8％、大企業が 82.1％となっている。 
 (2) 年間休日総数は 106.3 日（前年 105.9日）で、規模別では中小企業が 103.9日、大企業が 113.9

日となっている。 
 
 



 4 

７ 休暇制度 

(1) 年次有給休暇の付与日数は 16.8日であり、取得日数は 6.0 日、取得率は 35.7％となっている。 
 

第８表 年次有給休暇の付与・取得状況 

付与日数 取得日数 取得率 付与日数 取得日数 取得率
日 日 ％ 日 日 ％

規模計 16.8 6.0 35.7 16.6 5.9 35.5

中小企業 16.7 5.8 34.9 16.6 5.8 34.9

大企業 17.1 6.4 38.0 16.5 6.2 37.6

平成23年 平成22年
区　分

 
 
 (2) 特別休暇を採用している事業所の割合は、リフレッシュ休暇で12.8％、ボランティア休暇で 9.1％、

自己啓発のための休暇で 3.1％、男性の育児参加のための休暇で 5.6％となっている。 
前回調査時（平成 22 年度）と比べると、リフレッシュ休暇で▲0.2％、ボランティア休暇で＋1.3％、

自己啓発のための休暇で▲1.0％、男性の育児参加のための休暇で＋0.6％となっている。 
 

第９表 特別休暇の採用状況 
単位：％

規模計 12.8      9.1        3.1        5.6        37.2      

中小企業 6.1        3.2        3.4        4.2        33.2      

大企業 34.7      28.4      2.1        10.5      50.1      

男性の育児参加
のための休暇 その他区　分

リフレッシュ
休　　　暇

ボランティア
休　　　暇

自己啓発の
ための休暇

 
 
 
８ 育児・介護休業制度 

 (1) 育児休業制度を労働協約、就業規則等で定めている事業所の割合は、中小企業で 88.8％、大企

業で 99.8％となっている。このうち中小企業では 2.5％、大企業では 2.1％が休業中の全期間又は

一部期間有給となっている。 
取得可能な休業期間は、中小企業、大企業とも「子が１歳６ヶ月まで（法定どおり）」が最も多

くなっている。 
 

第 10表 育児休業制度の規定状況 

１歳６か月まで
（法定どおり）

１歳６か月超
２歳に達するまで

２歳超
３歳に達するまで

３歳超
小学校就学まで

その他

規模計 91.4      83.4      3.7        4.0        0.4        8.5        2.4        

中小企業 88.8      84.1      2.1        3.5        0.4        9.9        2.5        

大企業 99.8      81.3      8.4        5.6        0.5        4.2        2.1        

制度を
定めている

事業所

休　　業　　期　　間
区　分

有給
事業所
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(2) 平成 22年７月１日から平成 23 年６月 30日までの１年間に出産した者（配偶者が出産した男性

を含む）がいた事業所について、育児休業制度の利用者（予定含む）の割合を男女別にみると、女

性は 92.3％、男性は 1.1％となっている。 
 

第 11表 育児休業制度利用の労働者数 
単位：人、（　）内：％

規 模 計 947 ( 100.0 ) 10 （ 1.1 ） 937 （ 98.9 ） 697 （ 100.0 ） 643 （ 92.3 ） 54 （ 7.7 ）

中小企業 626 ( 100.0 ) 6 （ 1.0 ） 620 （ 99.0 ） 374 （ 100.0 ） 338 （ 90.4 ） 36 （ 9.6 ）

大 企 業 321 ( 100.0 ) 4 （ 1.2 ） 317 （ 98.8 ） 323 （ 100.0 ） 305 （ 94.4 ） 18 （ 5.6 ）

男　　　　　性

出産した
女性労働者計

区　　分 配偶者が
出産した

男性労働者計

育児休業制度を
利用した

女性労働者
（予定含む）

育児休業制度を
利用しなかった

女性労働者

女　　　　　性

育児休業制度を
利用した

男性労働者
（予定含む）

育児休業制度を
利用しなかった

男性労働者

 
 
 

(3) 介護休業制度を労働協約、就業規則等で定めている事業所の割合は、中小企業で 84.9％、大企

業で 97.9％となっている。このうち中小企業では 1.9％、大企業では 2.6％が休業中の全期間また

は一部期間有給となっている。 
取得可能な期間は、中小企業、大企業ともに「通算 93日まで（法定どおり）」が最も多くなって

いる。 
 

第 12表 介護休業制度の規定状況 

単位：％

通算93日まで
（法定どおり）

93日を超え
６か月以内

６か月を超え
１年未満

1年以上 その他

規模計 88.0      85.0      3.4        4.5        2.8        4.3        2.1        

中小企業 84.9      91.6      1.9        1.4        0.3        4.9        1.9        

大企業 97.9      66.4      7.6        13.3      10.0      2.6        2.6        

制度を
定めている

事業所

休　業　期　間 有給
事業所

区　分

 
 
 
 (4) 介護休業制度を労働協約、就業規則等に定めてある事業所で、平成 22 年７月１日から平成 23

年６月 30日までに介護休業制度の利用者がいた事業所の割合は 2.7％で、規模別にみると、中小企

業で 2.1％、大企業で 4.5％となっている。 
 

第 13表 介護休業制度の利用者のいる事業所数 

単位：事業所、（　）内：％

区　分

規 模 計 1,605 ( 100.0 ) 44 ( 2.7 ) 1,561 ( 97.3 )

中小企業 1,185 ( 100.0 ) 25 ( 2.1 ) 1,160 ( 97.9 )

大 企 業 420 ( 100.0 ) 19 ( 4.5 ) 401 ( 95.5 )

介護休業制度の
規定事業所計

介護休業制度の
利用者がいた事業所

介護休業制度の
利用者がいなかった事業所

 
 
 



 6 

９ 仕事と家庭の両立のための支援制度 

働きながら育児や介護をする労働者に対する支援制度のある事業所の割合は、育児については

69.3％、介護については 63.7％となっている。 
 

第 14表 仕事と家庭の両立のための支援制度を採用している事業所の割合 
 単位：％

勤務時間
短縮制度

フレックス
タイム制

勤務時間の
繰上げ・
繰下げ

経費の
援助措置

再雇用
制度

所定外労働
の免除

転勤・
配置転換

の際の配慮

事業所内
託児所

子どもの
看護の

ための休暇

規模計 69.3      85.0 6.9 42.2 1.5 10.0 65.7 22.9 1.8 59.6 

中小企業 62.5      85.8 6.2 42.5 1.3 10.6 58.0 18.9 1.4 50.5 

大企業 91.4      83.4 8.4 41.6 2.0 8.9 82.9 31.9 2.8 79.8 

規 模 計 63.7      85.2 7.0 39.3 1.5 9.2 58.2 22.1 

中小企業 56.2      87.8 6.4 42.3 1.5 9.6 52.7 18.5 

大企業 88.1      79.9 8.2 33.1 1.3 8.5 69.6 29.6 

介護
関係

区　　　　　分
支援
制度
あり

採用している制度（複数回答）

育児
関係

 
 
 
10 定年制度 

(1) 定年制を実施している事業所は、中小企業で 95.9％、大企業で 100.0％となっている。 
   定年年齢の平均は、中小企業で 60.8 歳、大企業で 60.3歳である。 
 

第 15表 定年制の有無と定年年齢 
単位：事業所、（）内：％

59歳
以下

60歳 61歳 62歳 63歳 64歳 65歳
66歳
以上

平均年齢

規模計 1,822 1,765 (96.9) 3 1504 4 18 26 8 187 15 60.7 57 (3.1)

中小企業 1,394 1,337 (95.9) 2 1111 4 15 20 2 168 15 60.8 57 (4.1)

大企業 428 428 (100.0) 1 393 0 3 6 6 19 0 60.3 0 -

事業所数 あ　　り な　し区   分

 
 
 

(2) 定年制を採用している事業所のうち、定年延長の予定がある事業所は 233 事業所で 13.2％とな

っている。規模別にみると、中小企業が 206 事業所で 15.4％、大企業が 27 事業所で 6.3％となっ

ている。 
延長後の定年予定年齢は、平均で 65.3 歳となっている。規模別にみると、中小企業で 65.4歳、

大企業で 64.9 歳である。 
 

第 16表 定年延長の予定と延長後の定年年齢 

単位：事業所、歳、（）内：％

64歳
以下

65歳
66歳
以上

平均年
齢

規模計 1,765 233 (13.2) 22 189 22 65 1,051 481

中小企業 1,337 206 (15.4) 18 167 21 65 750 381

大企業 428 27 (6.3) 4 22 1 65 301 100

※「事業所数」欄の数値は、定年制が「ある」と回答した事業所の数である。

事業所数
（※）

定年延長予定
あ　　り

なし 不明区　　分
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(3) 定年制を採用している事業所のうち、継続雇用を制度化している事業所は 94.1％で、そのうち

再雇用制度のみ採用している事業所が 1,289 事業所（77.6％）、勤務延長のみを採用している事業

所が 146事業所（8.8％）、再雇用と勤務延長を併用している事業所が 207事業所（12.5％）となっ

ている。 
 

第 17表 継続雇用制度の有無と形態 

再雇用 勤務延長
再雇用・
勤務延長

併用
その他

規模計 1,765 1,661 (94.1) 1,289    146       207       19         104       

中小企業 1,337 1,246 (93.2) 918       130       182       16         91         

大企業 428 415 (97.0) 371       16         25         3          13         

※「事業所数」欄の数値は、定年制が「ある」と回答した事業所の数である。

事業所数
（※）

制　度　あ　り 制度なし
制度の内容

区   分

 
 
 
11 パートタイム労働者の賃金等 

(1) 集計対象となったパートタイム労働者数は 5,095 人で、男女別では男性が 802 人(15.7％)、女性

が 4,293 人(84.3％)である。 
 (2) パートタイム労働者の７月の１時間当たりの所定内賃金は、902円（前年 920円）となっている。 
 (3) パートタイム労働者の７月の所定内賃金は、96,646円（前年 100,207 円）となっている。 
 (4) パートタイム労働者の７月の所定内労働時間数は、107.1 時間（前年 108.9時間）となっている。 
 


